







　　 １ 　Nestor 事件判決におけるマリタイムリーエン概念の誕生
　　 ２ 　Bold Buccleugh 事件判決（英）による追及性の承認
　第 ２ 節　海事裁判所における laches 法理の適用
　　 １ 　Key City 事件判決による laches 法理適用の承認
　　 ２ 　laches 法理とコモンロー上の出訴期限との関係
　　　（ １ ）出訴期限の類推適用による具体的基準の模索
　　　（ ２ ）Gardner 事件判決による原点回帰





















































































































































































































　 ２ 　Bold Buccleugh 事件判決（英）による追及性の承認
　ストウリ判事による Nestor 事件判決は、その後イギリスの裁判例にも大





　スコットランドの汽船 Bold Buccleugh 号がイングランドの帆船 William
号と衝突し、William 号は全損となった。William 号の船舶所有者は、イン
グランドの海事裁判所から Bold Buccleugh 号に対するアレスト令状の発令
を受け、同船をアレストしようとしたが、アレスト令状が届く前に同船はイ
ングランドの港を出港し、スコットランドに向かった。そこで、William 号
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　 １ 　Key City 事件判決による laches 法理適用の承認
　マリタイムリーエンは、その多くが一般海事法、すなわち、判例法上認め
られてきたものであるから、時効がない。また、1910年の連邦海事先取特権





















































審査に服することを明らかにした。この Key City 事件判決は、マリタイム
リーエンの実行に関しても衡平法上の laches の法理が適用されることを連




















ナマへの航海途中に負傷した旅客が、事故から １ 年 4 か月後、同旅客船の船
舶所有者である Panama Railroad Company に対して損害賠償を求める対
人訴訟を提起した。パナマはかつてコロンビアの一部であり、1903年の独
立後もコロンビア法が適用されていたが、運河地区民事訴訟法（The Canal 
Zone Code of Civil Procedure）の制定により、同地区におけるコロンビア
法の適用は廃止された。人身損害に関する損害賠償請求の出訴期限はコロン
ビア法上は ３ 年であったが、運河地区民事訴訟法によれば １ 年であった。出
訴期限はコロンビア法の ３ 年が適用されるとの弁護士による誤ったアドバイ































され、 9 年後の Owhyee 事件判決
（38）












　（ ２ ）Gardner 事件判決による原点回帰





































Key City 事件判決の原点に戻り、laches 法理適用の要件である不合理な遅
延（inexcusable delay）および被告の不利益（prejudice）について詳細な
事実認定を行うことを事実審裁判所に求めたのである。




































































































































衆国憲法第 ３ 条第 ２ 節）。憲法による裁判管轄の授権を受けて1789年に連邦
議会により制定された裁判所法（Judiciary Act 1789）は、州裁判所ではな
く、連邦地方裁判所がすべての海事事件の第一審裁判管轄権を専属的に有す













　 ２ 　Supplemental Rules（補足規則）による海事訴訟手続
　（ １ ）訴訟規則の統一と補足規則の制定
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という。）。補足規則Ｂによるアタッチメントは、対人訴訟の被告が当該裁判
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合には、事前の審尋の機会がなかったとしても適正手続に反するものではな



























目されるのは、Merchants Nat’l Bank 事件における第 5 巡回区控訴裁判所























































































































































































































































































































































































































































































































































































ない。ただし、福岡高決昭和54・ ３ ・ 9 判時936号110頁および通説は、船舶先取特
権の追及性が認められるのは20トン以上の登記船舶に限られるとする。
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（ ２ ）今井薫ほか『現代商法Ⅳ 保険・海商法 改訂版』（三省堂、1994）316頁。
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